
※この法令は廃止されています。

平成二十三年経済産業省令第六十一号

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく費用負担調整機関に関する省令

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成二十三年法律第百八号）第二十条第一項、第二十一条第一項

及び第三項並びに第二十五条の規定に基づき、並びに同法を実施するため、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別

措置法に基づく費用負担調整機関に関する省令を次のように定める。

（定義）

第一条　この省令において使用する用語は、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（以下「法」という。）

において使用する用語の例による。

（指定の申請）

第二条　法第五十五条第一項の規定により調整機関の指定を受けようとする者（以下「指定申請者」という。）は、様式第一による申請書

に次の書類を添えて経済産業大臣に提出しなければならない。

一　定款及び登記事項証明書

二　次に掲げる指定申請者の区分に応じ、当該各号に定める書類

イ　一般社団法人　社員の氏名及び略歴（社員が法人である場合は、その法人の名称）を記載した書類

ロ　一般財団法人　評議員の氏名及び略歴を記載した書類

ハ　株式会社　発行済株式総数の百分の五以上の株式を有する株主の氏名又は名称、住所及びその有する株式の数を記載した書類

三　指定の申請に関する意思の決定を証する書類

四　調整業務の実施に関する計画及び費用の見込みを記載した書類

五　申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表、損益計算書及び財産目録（申請の日の属する事業年度に設立された法

人にあっては、その設立時における財産目録）

六　役員の氏名及び略歴を記載した書類

七　役員及び職員の配置の状況並びに事務の機構及び分掌に関する事項を記載した書類

八　現に行っている業務の概要を記載した書類

九　役員が法第五十五条第一項第五号イ及びロに該当する者でない旨を誓約する書類

２　経済産業大臣は、前項各号に掲げるもののほか、指定申請者に対し、指定のために必要な書類の提出を求めることができる。

（変更の届出）

第三条　調整機関は、法第五十五条第四項の規定による届出をしようとするときは、様式第二による届出書を経済産業大臣に提出しなけれ

ばならない。

（調整業務規程の記載事項）

第四条　法第五十六条第一項の経済産業省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　調整業務を行う時間及び休日に関する事項

二　調整業務を行う事務所に関する事項

三　交付金の交付及び納付金の徴収の方法に関する事項

四　納付金の管理の方法に関する事項

五　法第三十八条の規定により政府が講ずる予算上の措置に係る資金の管理の方法に関する事項

六　調整機関の役員の選任及び解任に関する事項

七　調整業務に関する秘密の保持に関する事項

八　調整業務に関する帳簿及び書類の管理及び保存に関する事項

九　前各号に掲げるもののほか、調整業務に関し必要な事項

（調整業務規程の認可の申請）

第五条　調整機関は、法第五十六条第一項前段の規定により調整業務規程の認可を受けようとするときは、様式第三による申請書に当該認

可に係る調整業務規程を添えて経済産業大臣に提出しなければならない。

２　調整機関は、法第五十六条第一項後段の規定により調整業務規程の変更の認可を受けようとするときは、様式第四による申請書に当該

変更の明細を記載した書面を添えて経済産業大臣に提出しなければならない。

（事業計画書及び収支予算書の認可の申請）

第六条　調整機関は、法第五十七条第一項前段の規定により事業計画書及び収支予算書の認可を受けようとするときは、毎事業年度開始の

日の一月前までに、様式第五による申請書に、事業計画書及び収支予算書を添えて経済産業大臣に提出しなければならない。

２　調整機関は、法第五十七条第一項後段の規定により事業計画書及び収支予算書の変更の認可を受けようとするときは、様式第六による

申請書に当該変更の明細を記載した書面を添えて経済産業大臣に提出しなければならない。

（事業報告書及び収支決算書の提出）

第七条　調整機関は、法第五十七条第三項の事業報告書及び収支決算書を毎事業年度終了後三月以内に貸借対照表を添えて経済産業大臣に

提出しなければならない。

（業務の休廃止）

第八条　調整機関は、法第五十九条の許可を受けようとするときは、様式第七による申請書を経済産業大臣に提出しなければならない。

（帳簿）

第九条　法第六十一条の経済産業省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　交付金を交付した電気事業者の氏名又は名称

二　電気事業者ごとの交付金の額及び交付の年月日

三　納付金を徴収した小売電気事業者等の氏名又は名称

四　小売電気事業者等ごとの納付金の額及び徴収の年月日

２　法第六十一条の帳簿は、調整業務を行う事務所ごとに備え付け、調整業務の全部を廃止するまで保存しなければならない。

３　前項に規定する保存は、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によっては認識することができない方法をいう。）に

よる記録に係る記録媒体により行うことができる。

４　法第六十五条第一項の規定による指定の取消しが行われた場合において、当該指定を取り消された法人は、経済産業大臣が法第五十五

条第一項の規定により新たに指定する調整機関に法第六十一条の帳簿を速やかに引き渡さなければならない。
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（立入検査）

第十条　法第七十六条第四項の立入検査をする職員の身分を示す証明書は、様式第八によるものとする。

附　則

この省令は、平成二十四年七月一日から施行する。

附　則　（平成二九年三月一四日経済産業省令第一三号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十九年四月一日から施行する。

附　則　（令和二年一二月二八日経済産業省令第九二号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類（第九

十二条による改正前の電気事業法等の一部を改正する等の法律の施行に伴う経過措置に関する省令様式第十三を除く。）は、この省令に

よる改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙（第九十二条による改正前の電気事業法等の一部を改正する等の法律の施行に伴う経過

措置に関する省令様式第十三を除く。）については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和四年三月三一日経済産業省令第二七号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、令和四年四月一日から施行する。
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様式第一（第二条第一項関係）

様式第一（第二条第一項関係）（平29経産令13・令2経産令92・一部改正） 費用負担調整機関指定申請書 年月日 経済産業大臣殿 申請者の住所 申請者の名称 代表者の氏名 調整機関の指定を受けたいので、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法第55条第1項の規定により、下記のとおり申請します。 記 1．調整業務を行う事務所の所在地 2．調整業務の開始予定年月日 （備考） 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。  
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様式第二（第三条関係）

様式第二（第三条関係）（平29経産令13・令2経産令92・一部改正） 費用負担調整機関名称等変更届出書 年月日 経済産業大臣殿 届出者の住所 届出者の名称 代表者の氏名 調整機関の名称又は住所 調整業務を行う事務所の所在地 を変更するので、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法第55条第4項の規定により、下記のとおり届け出ます。 記 1．変更事項 届出事項変更前変更後変更年月日備考 2．変更の理由 （備考） 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。  
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様式第三（第五条第一項関係）

様式第三（第五条第一項関係）（平29経産令13・令2経産令92・一部改正） 調整業務規程認可申請書 年月日 経済産業大臣殿 申請者の住所 申請者の名称 代表者の氏名 調整業務規程について認可を受けたいので、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法第56条第1項前段の規定により、別添のとおり申請します。 （備考） 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。  
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様式第四（第五条第二項関係）

様式第四（第五条第二項関係）（平29経産令13・令2経産令92・一部改正） 調整業務規程変更認可申請書 年月日 経済産業大臣殿 申請者の住所 申請者の名称 代表者の氏名 調整業務規程の変更について認可を受けたいので、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法第56条第1項後段の規定により、下記のとおり申請します。 記 1．変更の内容 2．変更の理由 （備考） 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。  
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様式第五（第六条第一項関係）

様式第五（第六条第一項関係）（平29経産令13・令2経産令92・一部改正） 費用負担調整機関事業計画書等認可申請書 年月日 経済産業大臣殿 申請者の住所 申請者の名称 代表者の氏名 事業計画書及び収支予算書について認可を受けたいので、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法第57条第1項前段の規定により、別添のとおり申請します。 （備考） 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。  
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様式第六（第六条第二項関係）

様式第六（第六条第二項関係）（平29経産令13・令2経産令92・一部改正） 費用負担調整機関事業計画書等変更認可申請書 年月日 経済産業大臣殿 申請者の住所 申請者の名称 代表者の氏名 事業計画書／収支予算書の変更について認可を受けたいので、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法第57条第1項後段の規定により、下記のとおり申請します。 記 1．変更の内容 2．変更の理由 （備考） 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。  
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様式第七（第八条関係）

様式第七（第八条関係）（平29経産令13・令2経産令92・一部改正） 費用負担調整機関業務休廃止許可申請書 年月日 経済産業大臣殿 申請者の住所 申請者の名称 代表者の氏名 調整業務の一部（全部）の休止（廃止）について許可を受けたいので、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法第59条の規定により、下記のとおり申請します。 記 1．休止（廃止）しようとする調整業務の範囲 2．休止（廃止）しようとする年月日 3．休止しようとする場合にあっては、その期間 4．休止（廃止）の理由 （備考） 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。  
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様式第八（第十条関係）

様式第八（第十条関係）（平29経産令13・全改） 表 年月日発行第号（年月日まで有効） 職名氏名生年月日 刻 印電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関す る特別措置法第76条第4項の規定による立入検査証 （写真）（発行権者）印 裏 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法抜粋 第七十六条（略） 2・3（略） 4経済産業大臣は、この法律の施行に必要な限度において、調整機関に対し、調整業務の状況若しくは資産に関し報告をさせ、又はその職員に、調整機関の事務所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 5前各項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。 6第一項から第四項までの規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 第八十六条次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした指定入札機関又は調整機関の役員又は職員は、三十万円以下の罰金に処する。 一（略） 二（略） 三第七十六条第三項若しくは第四項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同条第三項若しくは第四項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。  
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